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⽉60時間超残業とは
⽉60時間超残業とは、法定労働時間を⼤幅に超える⻑時間労働の⽬安です。⽉20⽇勤務の場合、1⽇平均3時間の残業に相当し、健康リスクが⾼まります。特に
⽉80時間超は過労死リスクと関連性が強いとされています。

割増賃⾦率は50%以上
2023年4⽉より、中⼩企業を含む全企業で、⽉60時間を超える法定外残業については賃⾦の50％以上（時給1.5倍以上）の割増が義務づけられています。対象は
正社員‧パート、アルバイトなど雇⽤形態を問わず適⽤されます（管理監督者等を除く）。 ただし、労使協定を締結することで、この50％のうち25％相当分
を有給の代替休暇として与えることもできます。代替休暇を取得するかどうかは従業員の任意です。

主な割増賃⾦率

種類 深夜労働
（22時〜5時）

割増率 25%以上

法定時間外労働
（⽉60時間超）

50%以上

法定時間外労働
（⽉60時間以内）

25%以上

法定休⽇労働時間は、⽉60時間の時間外労働の算定には含まれません。

法定休⽇労働

35%以上

⽉60時間超の時間外労働
＋ 深夜労働

75%以上

⽉60時間の残業代の計算⽅法
残業代は以下の計算式に基づいて算出されます。

⽉60時間までの残業代 時給 1.25 60時間までの残業時間
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違法となる主なケース
⽉60時間を超える残業が違法となる主なケースは以下の通りです。

36協定違反 特別条項付き36協定を締結せずに⽉60時間を超える残業をさせる、または協定の上限（年720時間、⽉45時間超は年6回ま
で等）を超える。

割増賃⾦の未払い 正しい割増率（特に50%以上）で残業代を計算‧⽀払わない。

不適切な労働時間管理 労働時間を客観的に把握‧管理できていない。

⽉60時間を超える残業代 時給 1.50 （⽉の総残業時間−60時間）

深夜労働（22時〜5時）が重なる場合は、さらに25%を加算します。

⽉60時間超 深夜労働例 時給 （1.50+0.25） 時給 1.75


